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平成20年度の普及推進活動平成20年度の普及推進活動

1 地デジ普及 ポ 放送1 地デジ普及スポットの放送
■ 20年度は“終了イメージ篇”,”アナログ表示篇“,”地デジ、よ

し篇“の３本のスポットを制作し篇 の３本のスポットを制作

■放送事業者ごとに年間1,000回の放送を目標

2 “地デジ準備”全国キャラバン＆受信説明会
■昨年の活動を引き継ぎ、全国キャラバンを展開

・33都道府県 35会場(49日間)、2年間で47都道府県を訪問

■アナログ放送の終了とデジタル移行の疑問点にお答えし 具体的■アナログ放送の終了とデジタル移行の疑問点にお答えし、具体的
な対応方法を解説する説明・相談会を144回開催(参加者8,592名)

3 アナログ放送終了告知イベント3 アナ グ放送終了告知イ ント
■アナログ終了３年前イベントやデジタル放送の日を契機に、アナ

ログ放送の終了とデジタル放送の普及を訴求
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平成20年度の普及推進活動平成20年度の普及推進活動

4 活字 デ 活用4 活字メディアの活用
■7.24、12.1イベントにあわせ、全国紙で新聞広告を展開

■様々な活字媒体を活用し 積極的に情報発信■様々な活字媒体を活用し、積極的に情報発信

■新聞各紙のご協力によりラ・テ欄にカウントダウン表示を実現

5 北京オリンピックを契機とした普及活動
■“北京をデジタルでみよう”キャンペーンの展開

6 ホームページの充実
■ホ ムペ ジの制作体制を強化し タイムリ に情報発信■ホームページの制作体制を強化し、タイムリーに情報発信

■読み上げソフトへの対応等、アクセシビリティを向上

■中継局ごとのエリア表示により地域に役立つ情報を提供
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新聞ラテ面へのカウントダウン表示新聞ラテ面 のカウントダウン表示

朝日新聞 毎日新聞 読売新聞 産経新聞
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国民・視聴者の意向国民 視聴者の意向

デジ 放送 帯普1 地上デジタル放送の世帯普及状況
■総務省調査 ’08.03→43.7%  ’08.09→46.9%

■ネットリサーチ ’08 06→43 8% ’08 11→54 2%■ネットリサ チ 08.06→43.8%  08.11→54.2%

2 地デジコールセンターへの相談件数
■4～12月の相談件数は119,876件 で
前年同期間の約157%に増加。

■NHK→関連番組を定時枠で放送
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国民・視聴者の意向国民 視聴者の意向

3 地デジコールセンターへの相談内容3 地デジコールセンターへの相談内容
■相談者の約20%は高年層で、19年度と比較し増加傾向にある。

■20年4～12月の相談事項数は約40万件で相談件数の約3.4倍に相当する。

■図は相談事項数/総相談件数をグラフ化したもので、最も多いのは“受信方
法”で約９割の方が問い合わせている。

■“受信障害・混信”は“購入したが映らない”という相談を集計した事項受信障害 混信 は 購入したが映らな と う相談を集計した事項
であり増加傾向にある。

■一方で“受信機器”など、基本的な
相談も減少していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受信方法

受信エリア・送信諸元

90 9%相談も減少していない。

■“案内”は他機関での対応を必要と
する相談であり、全体の26%がア
ンテナ工事等 電器店の対応を必

案内

受信機器

受信障害・混信

その他

90.9%

42.4%

34 0%ンテナ工事等、電器店の対応を必
要としている。

■19年度と比較し、より具体的な相
談が多くなってきており 受信設

苦情・要望

デジタル放送の特徴

受信機器・設備改修の価格

受信設備の費用負担 19年度

20/4 12

34.0%
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談が多くなってきており、受信設
備の早期デジタル化が必要。

デジタル化の目的・意義
20/4～12
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デジタル受信相談・対策事業デジタル受信相談 対策事業

「総務省 ビ受信者支援セ タ 設立１.「総務省 テレビ受信者支援センター」の設立

■平成20年7月18日 総務省「平成20年度電波遮へい対策事業費等補■平成20年7月18日、総務省「平成20年度電波遮へい対策事業費等補
助金」による補助事業の公募（7/7～7/25）に申請、9月3日、事業
主体として採択決定

■10月1日、総務省との共催により開所式を全国11か所で開催し、
「総務省テレビ受信者支援センター」の業務を開始

■11月11日 支援センタ の拠点拡充の公募（10/22 11/12）に申■11月11日、支援センターの拠点拡充の公募（10/22～11/12）に申
請

■平成20年12月26日、事業主体として採択決定、40か所の拠点整備■平成20年12月26日、事業主体として採択決定、40か所の拠点整備
を開始

■2月上旬、拠点を全国51か所に拡大し、業務開始予定
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デジタル受信相談・対策事業デジタル受信相談 対策事業

2 支援センタ の業務内容2 支援センターの業務内容
■共聴施設の改修促進

・共聴施設管理者、工事業者、地方公共団体等を対象とした説明会の実施共聴施設管 者、 事業者、地方公共団体等を対象 説明会 実施

■デジタル混信等対応

・デジタル混信・デジタル難視の調査・把握

受信相談■受信相談

・個別・専門的な受信相談の対応

・受信説明会の実施実

■関係団体との連携

・総合通信局、地方公共団体、放送事業者・団体等による連絡調整会議の設置・運営

地デジ ドバイザ 名簿作成等・地デジアドバイザーの名簿作成等

■拠点の整備・運営

・要員確保、事務所の運営、業務システムや業務マニュアルの整備
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支援センターの活動支援センタ の活動

事業 H20.10 H20.11 H20.12 H21.1 H21.2 H21.3

１ 共聴施設の改修促進

■辺地共聴対策、障害対策共聴、集合住宅

管理者への説明会の実施（２００回）

■共聴施設実態調査

説明会実施の検討、準備、実施 ▽進捗率２０％

実態調査準備 ▽調査開始■共聴施設実態調査

２ デジタル混信等対応

■シミュレーション調査結果に基づくデジ
タル混信調査

実態調査準備 ▽調査開始

調査ポイント・要領の検討

▽調査開始▽調査実施要領書作成

（全国協議会混信WGと連携）
調査開始調査準備■デジタル難視調査

３ 受信相談

■訪問受信相談（900+400=1300件）

■受信説明会の実施（110+240=350回）

440件 259件 450件

説明会実施の検討、準備、実施 ▽進捗率５０％

▽調査開始調査準備

■受信説明会の実施（110+240 350回）

４ 関連団体との連携

■連絡調整会議の設置、運営

■周知広報活動の実施

▽設置 ▽会議 ▽会議 ▽会議 ▽会議

■周知広報活動の実施

■地デジアドバイザーの情報収集

５ 拠点の整備・運営

■事務所・要員の確保
▽４０ヵ所業務開始

▽１１ヵ所業務開始・運営

決定通知▽
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■業務システム・マニュアルの整備

■拠点の整備・運営

▽４０ヵ所業務開始決定通知▽
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今後の支援ターゲット

今後の支援タ ゲ トとして 共聴施設のデジタ 化（特に受信障害対今後の支援ターゲットとして 共聴施設のデジタル化（特に受信障害対
策共聴施設のデジタル化促進）、 広報・支援（きめ細かな説明・訪問対

応）、調査・改善（テレビ受信状況の調査・把握等）を遂行することが重要

共聴施設のデジタル化 調査・改善広報・支援

課題

辺地共聴施設
２万施設 １４０万世帯

共聴施設のデジタル化 調査 改善

デジタル難視 ※１
約９０００地区

広報 支援

全自治体・広報誌依頼対応
１８００市町村

受信障害対策共聴施設
５万施設 ６５０万世帯

集合住宅 （4階建以上）

デジタル混信 ※１
約４０００地区

自治会、町内会等など地縁に基づく団
体での説明会

３０万団体

ブ５２万棟 ７７０万世帯 福祉施設、老人クラブ等への訪問説明
１７万施設

高齢者独居世帯等への訪問説明
７００万世帯
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万世帯

※１ 全国地上デジタル放送推進協議会による
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デジタル化の課題デジタル化の課題

■今後は、これまでとは異なり、様々な視聴層へ
きめ細かな周知広報が必要。

年齢層や受信実態などを考慮した、よりきめ細
かい周知広報活動と弱者支援が求められる。

■アナログ放送終了時期が近づくにつれ、地デジ
コールセンターには本来の受信相談に加え、政策
への不満・意見等が増加することが想定されるた
め、これらへの対応体制の構築が必要である。

■集合住宅や受信障害対策共聴施設のデジタル化
が遅れており、これら施設の改修が急務である。
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今後の普及推進活動今後の普及推進活動

デジタルテレビ放送への完全移行に向けて
Dpaの普及推進活動とコールセンター・テレビ受信者支援

センターの受信相談・支援業務は車の両輪 一体的かつ密

デジタルテレビ放送への完全移行に向けて

■高齢者・障がい者等への十分な情報提供と具体的な支援

センタ の受信相談 支援業務は車の両輪、 体的かつ密
接に連携し、邁進する。

■高齢者 障がい者等 の十分な情報提供と具体的な支援
の実施。

■集合住宅、受信障害対策共聴施設のデジタル化促進。

21年度中に世帯普及率80%を目標■21年度中に世帯普及率80%を目標。
・テレビスポット、受信説明会、アナログ放送終了告知イベントなどの具体施

策を着実に実施。

グ■BSアナログテレビ放送の終了も踏まえ、地上・BSが連携
したデジタルテレビ放送の普及活動を推進。

■国民・視聴者の視点で これまで以上にきめ細かな周知
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■国民 視聴者の視点で、これまで以上にきめ細かな周知
広報・普及活動を積極的に展開。
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